









る非省庁公的機関（Non-Departmental Public Body：以下 NDPB）であるスポ
ーツイングランド (Sport England) が「オリンピック・レガシー（オリンピ
ックの遺産）」という理念を打ち立て，今回の開催を，その後のさらなるス
ポーツ振興に繋げるという目標を示した。一方競技スポーツ部門を統括す












































２―１． イギリスの Sport For All 政策のアクター：スポーツイングランド
スポーツ政策に関しては，政府組織では，主に文化・メディア・スポー
ツ省 (Department for Culture, Media and Sport: DCMS) が中央政府の担当省で






年に創設されたスポーツカウンシル (Sport Council) であり，その後１９９０
年代後半に，エリート選手育成やドーピング対策を担う UK スポーツと，
主に地域スポーツ (community sport) の振興を担うスポーツイングランドに
分離・再編成された（中村，2006）。































２）２０１０年８月１６日に，スポーツイングランドの Director of Strategy and Re-
search である Mihir Warty 氏に行ったインタビュー及びその際の資料 (Sport

























‘Jog York’ や ‘Run Liverpool’ といった地域で独自に開催されていたラ
ンニング・イベントと連携したプログラム展開もなされた。これよって，
女性のランニング・ネットワークへの参加者が４０パーセントも増加した。

























３）２０１０年８月１６日に，スポーツイングランドの Director of Strategy and Re-
search である Mihir Warty 氏に行ったインタビュー及びその際のパワーポイ









うとした。その具体的なプログラムが，London 2012 Mass Participation

















１． 傑出した施設 (Inspired Facilities)：地域のスポーツクラブや施設を改善
する。




２． アイコンとなる施設 (Iconic Facilities)：将来的な施設の発展のスタン
ダードとなる多種目を行える多くの施設に投資する。
３． 競技用フィールド (Playing Fields)：地域の人々がスポーツを競技した
り楽しんだりするのに最適なフィールドを保全し，改善する。
人 (People)












































































































トハム (West Ham United FC) が譲り受ける。バレーボール会場のアールズ


























３―１． アイルランドのスポーツ政策のアクター：Irish Sport Council















































１２） Department of Arts, Sport and Tourism の副大臣である Donagh Morgan 氏へ
のインタビュー（２０１０年８月２３日）。
１３） ISC 競技団体担当，Marie Ahern 氏へのインタビュー（２０１１年９月１４日）。
１４） 同上。

























１６） DAST の副大臣である Donagh Morgan 氏へのインタビュー（２０１０年８月
２３日）。


















極めて活動的 (Highly Active) 過去７日間において，最低５回，３０分間の中程度
の強度の身体活動１８）を行う（国民身体活動指標：
National Physical Activity Guideline を満たしてい
る）
かなり活動的 (Fairly Active) 過去７日間において，３０分間の身体活動を最低週
２回行う












ことも指摘している (ISC, 2012 : 46)。
３―２―３． 身体活動をほとんどしない人たち (Sedentarism) に対する対策
Irish Sport Monitor 2011 Annual Report１９）は，身体活動をほとんどし
ていない人たち，そしてこれに関連する問題は，今後社会が直面する重要
な問題であり，放っておくと将来，経済的また社会的に非常に大きな代償










































and Safety Executive)，職業教育委員会 (Vocational Education Committee)，郵
政会社 (The Post) が挙げられる。
LSP には合計で４９３名のスタッフが雇用されている。各支部（各カウン




























































Sport: Raising the Game でポリシーの変換が明確化され，より強固にエ
リート・スポーツを強化し，コミュニティ・スポーツから徐々に撤退する
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